
第２ 政策の概要 

１ 政策の背景事情等 

少子高齢化、人口減少、グローバル化を始めとする時代の大きな変化の中で、これま

での働き方のままでは、個人の活動だけでなく、社会全体や個々の企業・組織は持続可

能なものではなくなるおそれがあり、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス

の推進は極めて重要な課題となっている。 

このような状況を踏まえ、経済財政諮問会議は、「労働市場改革専門調査会第１次報

告」（平成 19 年４月６日）において、労働市場の課題及び目指すべき 10 年後の労働市

場の姿を明らかにした上で、①若年者、女性及び高齢者の就業率を向上させるために

それぞれに明確な数値目標を掲げて取り組むこと、②フルタイム労働者の年間実労働時

間を短縮するため、完全週休二日制の 100％実施、年次有給休暇の 100％取得及び残業

時間の半減に取り組むこと、③ワーク・ライフ・バランス憲章を策定することなどの提

言を行っている。 

また、男女共同参画会議は、「「ワーク・ライフ・バランス」推進の基本的方向中間報

告」（平成 19 年５月 24 日）において、ワーク・ライフ・バランスとは、老若男女誰も

が、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自ら希望

するバランスで展開できる状態であり、ワーク・ライフ・バランスの実現は、仕事の充

実と仕事以外の生活の充実の好循環をもたらし、多様性に富んだ活力ある社会を創出す

る基盤として極めて重要であるとしている。 

さらに、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議（平成 19年２月６日設置）

は、「「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議各分科会における「議論の整理」

及びこれを踏まえた「重点戦略策定に向けての基本的考え方」について（中間報告）」（平

成 19年６月１日）において、少子化の流れを変えること並びに若者、女性及び高齢者の

就業参加の促進を図ることの二つの戦略的な対応を並行して直ちに実施するためには、

女性が安心して結婚、出産し、男女ともに仕事も家庭も大事にしながら働き続けること

ができるシステムへと変革していくこと、すなわちワーク・ライフ・バランスの実現を

目指した働き方の改革が最優先の課題であるとしている。 

これらの提言等を踏まえ、政府は、「経済財政改革の基本方針 2007～「美しい国」へ

のシナリオ～」（平成 19 年６月 19 日閣議決定）において、仕事と家庭・地域生活の両

立が可能なワーク・ライフ・バランスの実現に向け、平成 19 年内を目途に「ワーク・

ライフ・バランス憲章」（仮称）及び「働き方を変える、日本を変える行動指針」（仮称）

を策定することとした。 

これを受け、政府は、平成 19年７月 13日、経済界、労働界、地方公共団体の代表者、

有識者及び関係閣僚を構成員とした官民トップ会議を設置した。官民トップ会議は、平

成 19 年 12 月 18 日、ワーク・ライフ・バランスを推進するための憲章及び行動指針を

策定し、企業、働く者、国民、国及び地方公共団体はこれに基づき、官民が一体となっ

てワーク・ライフ・バランスの実現に向けて取り組むこととされた。 

）

、
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なお、その後、政労使のトップの交代を機に、また、リーマン・ショック後の経済情

勢等の変化や労働基準法（昭和 22年法律第 49号）及び育児休業、介護休業等育児又は

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護

休業法」という。）の改正等の施策の進展を受け、平成 22 年６月 29 日に開催された官

民トップ会議において、憲章及び行動指針が改定された。 

 

２ 政策の体系等 

(1) 政策の体系と評価の対象 

ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策については、官民トップ会議が策定し

た憲章及び行動指針に基づき、企業と働く者、国民、国及び地方公共団体が一体となっ

て取組を推進することとされている。 

憲章において、本政策の最終目的は、「仕事と生活の調和が実現した社会」の実現と

され、仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を

感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子

育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」

であるとされている。 

仕事と生活の調和が実現した社会を実現するため、憲章において、具体的に、①就労

による経済的自立が可能な社会、②健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会、

③多様な働き方・生き方が選択できる社会の三つの社会を目指すべきであるとされてい

る。また、これらの社会を実現するため、各主体（企業、働く者、国民、国及び地方公

共団体）が果たすべき役割が示され、この中で、国は、国民運動を通じた気運の醸成、

制度的枠組みの構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り組むこととされ、地

方公共団体は、自らの創意工夫のもとに、地域の実情に応じた展開を図ることとされて

いる（図表２参照）。 

行動指針において、各主体の具体的な取組事項が定められており、この中で、国の取

組事項については、総論及び目指すべき三つの社会に対応した計 28 事項が定められて

いる。また、目指すべき三つの社会には、これに対応する社会全体の目標として、政策

によって一定の影響を及ぼすことができる 14の指標について、平成 32年等に達成すべ

き数値目標が設定されている。 

以上を踏まえ、本政策評価では、14 指標の数値目標を政策目標として、ワーク・ラ

イフ・バランスの推進に関する政策の効果の発現状況等について評価した。 

なお、行動指針において、我が国の社会全体でみた、①個人の暮らし全般にわたる仕

事と生活の調和の実現状況、②それを促進するための環境の整備状況を数量的に把握し、

目標としてではなく、その進展度合いを測定するものとして、「仕事と生活の調和」実

現度指標（以下「実現度指標」という。）が設定されている。 
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(2) 政策目標 

政策目標として評価した 14 指標の数値目標は、目指すべき三つの社会と対応してお

り、具体的には、①就労による経済的自立が可能な社会の実現に関するものとして、ⅰ）

就業率、ⅱ）時間当たり労働生産性の伸び率、ⅲ）フリーターの数、②健康で豊かな生

活のための時間が確保できる社会の実現に関するものとして、ⅰ）労働時間等の課題に

ついて労使が話合いの機会を設けている割合、ⅱ）週労働時間 60 時間以上の雇用者の

割合、ⅲ）年次有給休暇取得率、ⅳ）メンタルヘルスケアに関する措置を受けられる職

場の割合、③多様な働き方・生き方が選択できる社会の実現に関するものとして、ⅰ）

在宅型テレワーカーの数、ⅱ）短時間勤務を選択できる事業所の割合（短時間正社員制

度等）、ⅲ）自己啓発を行っている労働者の割合、ⅳ）第１子出産前後の女性の継続就

業率、ⅴ）保育等の子育てサービスを提供している割合、ⅵ）男性の育児休業取得率、

ⅶ）６歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間の数値目標が設定されている（図

表３参照）。 

なお、これら 14 指標の数値目標は、「新成長戦略」(平成 22 年６月 18 日閣議決定)、

「2020 年までの目標」（平成 22 年６月３日雇用戦略対話）、「新たな情報通信技術戦略 

工程表」(平成 22年６月 22日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部)及び「子ど

も・子育てビジョン」（平成 22 年１月 29 日閣議決定）に掲げられている数値目標と整

合性が取られている。 
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図図表２ 「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策」の脈絡図

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

これまでの主な政策

男女共同参画政策

【内閣府】 

少子化対策 
【内閣府・厚生労働省】 

育児・保育政策 
【厚生労働省】 

雇用政策 
【厚生労働省】 

男女雇用機会均等政策 
【厚生労働省】 

労働政策（長時間労働抑制、 
労働条件改善） 
【厚生労働省】 

労働安全衛生政策 
（メンタルヘルス） 
【厚生労働省】 

職業能力開発政策 
【厚生労働省】 

教育政策 
【文部科学省】 

中小企業対策 
【経済産業省】 

テレワーク普及対策 
  【総務省・厚生労働省・ 

国土交通省】 
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）

※

※関係閣僚、経済界、

労働界、地方公共団体

の代表者などからなる

「仕事と生活の調和推

進官民トップ会議」にお

いて策定 

国の取組
国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我が国社会を持続可能で確か

なものとする上で不可欠であることから、国は、国民運動を通じた気運の

醸成、制度的枠組みの構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に

取り組む。【内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】 

（総論） 
１．社会的気運の醸成  

２．仕事と家庭の両立支援の促進と両立できる環境の整備 
３．中小企業対策など包括的な取組を推進  
４．仕事と生活の調和の実現に取り組む企業の支援 
５．先進企業の表彰や企業の取組の点検・診断の支援 
６．関係法令の周知と法令遵守のための監督指導の強化 
７．自己啓発や能力開発の取組支援  
８．仕事と生活の調和に関する調査等の実施 
９．職場におけるメンタルヘルス対策の推進 
 
（就労による経済的自立） 
１．勤労観・職業観を形成し、社会人・職業人として必要な能力を身に 
   つけた人材を育成するためのキャリア教育・職業教育の実施 
２．フリーターの正規雇用化の支援等 
３．雇用の維持 
４．母子家庭の母親の就労支援 
 
（健康で豊かな生活のための時間の確保） 
１．健康で豊かな生活のための時間の確保 
 
（多様な働き方・生き方の選択） 
１．育児・介護休業、短時間勤務等の多様な働き方の推進  
２．女性や高年齢者の再就職や就業継続の支援等  
３．男性の子育て参加の支援・促進 
４．多様な子育て支援の推進など育児・介護の社会的基盤づくり  

 
５．職業能力の形成支援に係る労働市場の社会的基盤の整備 

地方公共団体の取組
仕事と生活の調和の現状や必要性は地域によって異なることから、その

推進に際しては、地方公共団体が自らの創意工夫のもとに、地域の実情

に応じた展開を図る。 

企業・働く者の取組

企業と  そこで働く者は、協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意識

や職場風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り組む。 

国民の取組
国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調和の在り方を考え、家庭や地

域の中で積極的な役割を果たす。また、消費者として、求めようとする

サービスの背後にある働き方に配慮する。 ＜外部要因＞ 
個人の価値観、経済情勢 等 

成果
Ⅰ 就労による経済的

自立が可能な社会の実

現 

＜政策効果指標＞ 
①就業率（↑） 
②時間当たり労働生産性の

伸び率（↑） 
③フリーターの数（↓） 

成果

Ⅱ 健康で豊かな生活

のための時間が確保で

きる社会の実現 
＜政策効果指標＞ 
④労働時間等の課題につい

て労使が話し合いの機会を

設けている割合（↑） 
⑤週労働時間60時間以上

の雇用者の割合（↓） 
⑥年次有給休暇取得率

（↑） 
⑦メンタルヘルスケアに関

する措置を受けられる職場

の割合（↑） 

成果 
Ⅲ 多様な働き方・生き

方が選択できる社会の

実現 

＜政策効果指標＞ 
⑧在宅型テレワーカーの数

（↑） 
⑨短時間勤務を選択できる

事業所の割合（↑） 
⑩自己啓発を行っている労

働者の割合（↑） 
⑪第１子出産前後の女性の

継続就業率（↑） 
⑫保育等の子育てサービス

を提供している割合（↑） 
⑬男性の育児休業取得率

（↑） 
⑭６歳未満の子どもをもつ

夫の育児・家事関連時間

（↑） 

成果

仕事と生活

の調和が実

現した社会

の構築 

国民一人ひとりが

やりがいや充実感

を感じながら働き、

仕事上の責任を果

たすとともに、家庭

や地域生活などに

おいても、子育て

期、中高年期と

いった人生の各段

階に応じて多様な

生き方が選択・実

現できる社会 



図表３ 14 指標の数値目標 

指標 
目標値 

平成 32年） （

Ⅰ 就労による経済的自立が可能な社会 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

①就業率（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである）  
20～64 歳 80％ 
15 歳以上 57％ 
20～34 歳 77％ 
25～44歳女性 73％ 
60～64 歳 63％ 

 

②時間当たり労働生産性の伸び率（実質、年平均）
（Ⅱ、Ⅲにも関わるものである） 
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実質ＧＤＰ成長率に関する目標
（２％を上回る水準）より高い水
準（※） 

③フリーターの数 
124万人 

（ピーク時比で約半減）

Ⅱ 健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会 

④労働時間等の課題について労使が話合いの機会を設けている
割合 

全ての企業で実施 

⑤週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 （10.0％(平成 20年)から）５割減 
⑥年次有給休暇取得率 70% 
⑦メンタルヘルスケアに関する措置を受けられる職場の割合 100% 

Ⅲ 多様な働き方・ 生き方が選択できる社会 

⑧在宅型テレワーカーの数 700万人(平成 27年) 
⑨短時間勤務を選択できる事業所の割合（短時間正社員制度等） 29％
⑩自己啓発を行っている労働者の割合 

正社員 70％ 
非正社員 50％ 

⑪第１子出産前後の女性の継続就業率 55％ 
⑫保育等の子育てサービスを提供している割合 

保育サービス（３歳未満児） 44％(平成 29年度) 
放課後児童クラブ（小学１～３年） 40％(平成 29年度) 

⑬男性の育児休業取得率 13％ 
⑭６歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時間 ２時間 30分 

（注）１ 行動指針に基づき当省が作成した。 
２ 数値目標の設定に当たっては、以下の数値目標との整合性が取られている。 
 ・①～③、⑤～⑦、⑩～⑬：「新成長戦略」（平成22年６月18日閣議決定） 
 ・①、③、⑤～⑦、⑩、⑪、⑬：「2020年までの目標」（平成22年６月３日雇用戦略対話） 
 ・⑧：「新たな情報通信技術戦略 工程表」（平成22年６月22日高度情報通信ネットワーク社会推

進戦略本部） 
 ・⑫：「子ども・子育てビジョン」（平成22年１月29日閣議決定） 
３ 「※」は、「新成長戦略」（平成22年６月18日閣議決定）において、「2020年度までの平均で、
名目３％、実質２％を上回る成長を目指す。」、「２％を上回る実質成長率を実現するためには、
それを上回る労働生産性の伸びが必要である。」ことを踏まえたものとされている。 




